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はじめに――課題と構成
最近，Skogstad & Verdun編著『共通農業政策――変化する脈絡での
政策ダイナミックス――』が刊行された１）。その編著にDaugbierg &
Swinbankの共著論文「WTOの理念的変化とそのEU農業政策制度およ
びCAPへの影響」が所収されている２）。彼らはウルグアイ農業交渉が農
業政策におよぼした影響を取り上げて，３つのパラダイムを提示してい
る。Josling（２００２），Coleman，Grant，Josling（２００４）のパラダイム提
起を受けたGarzon（２００６）の説を敷衍，整理した最新研究である３）。ひ
とつは１９９４年４月におけるウルグアイ農業ラウンド合意（the Uruguay
Round Agreement on Agriculture，以下URAAと略記）がなされる前
までの支配的な農業保護パラダイムである「国家支援（依存的農業）パ
ラダイム」（the state-assisted paradigm）である。いまひとつはURAA
が切り開いた「市場自由主義（競争的農業）パラダイム」（the market
liberal paradigm）である。農業貿易体制に根本的な変化が訪れたとす
るわけである。もうひとつは２０世紀末から２１世紀初めにかけて登場した
論 説
CAP改革再考
――農政パラダイムシフトの観点から――
古 内 博 行
１）Skogstad & Verdun（eds.）,（２０１０）.
２）Daugbierg & Swinbank（２０１０）.
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「多機能パラダイム」（the multifunctional paradigm）といわれるもの
である。CAPには現在――健康診断合意を経て、ポスト２０１３年改革が
問われているという時点と捉えている――，市場自由主義パラダイムと
多機能パラダイムが必ずしも対等ではなくとも並存しているというのが
筆者の意見である。これについては多機能パラダイムを強調するガーゾ
ンともなおも国家支援パラダイムに依拠しているというダウグビェルグ
とスウィンバンクの説とも異なるが，その中身を順次明らかにしていく。
興味深いことに，ダウグビェルグとスウィンバンクはともにボンド・
スキーム支持者であり，競争的農業を追求している。今回は対外的な貿
易交渉の側面から論じたせいでボンド・スキームという言葉は一切登場
してこない。いわば，持論であるボンド・スキーム論を封印してそれを
市場自由主義パラダイムに代替させていることになる。本稿はこの３つ
のパラダイム提起を受け止めて３者の違いを改めて考察し，その特徴と
３）ジョスリンは農政パラダイムを，依存的農業パラダイム（dependent agri-
culture paradigm）――基本的食糧ニーズを充足し，それを国民に保障するこ
と，ならびに政治的安定と農村雇用・福祉を提供するという中心的信条をも
ち，適切な所得形成を可能にするために政府支援を必要とする，競争的農
業パラダイム（competitive agriculture paradigm）――経済の他部門に伍し，
市場経済と国際貿易体制においてうまく適応していける部門としての農業を
強調する，多機能農業パラダイム（multifunctional agriculture paradigm）
――農業が農村の全体的な一部となり，ある程度の政府支援なしには十分生
産されえない非市場財（non-market goods）を提供する信念をもって組織さ
れる，グローバル農業パラダイム（global agriculture paradigm）――潜在
的な供給連鎖に農業が位置し，農業者が製品の販売を通ずる投入供給（input
supply）と技術提供からの全体的な垂直過程の土地・畜産管理サービスを提
供するとみなされる，との４つに分類し，EUはの依存的農業パラダイムか
らの多機能農業パラダイムに移っていると指摘する。Josling （２００２）, pp.
２５３―２５９, Coleman, Grant, Josling（２００４）, pp.９４―９５．この４つのパラダイムの
うち，４つ目のパラダイムは技術的な内容でやや曖昧であり，２つ目の競争
的農業パラダイムのバリアント的性格が濃厚であると考えられる。そこでダ
ウグビェルグとスウィンバンクはこの４つのパラダイムを再検討して３つの
パラダイムに整理し直したのではないかと推測される。筆者はこの整理の方
がすっきりしていて農業保護の断面を浮かび上がらせるのに適していると認
識する。
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内容を吟味することを通じてCAP改革を再考しようとするものである。
市場自由主義パラダイムが農政改革の大きな歩みだとすれば、最後のパ
ラダイムはそうした改革のなかで案出された新たな提案と位置づけられ
る。それがURAAからWTO農業交渉（現在停止状態のドーハラウンド）
が進展するなかでどのような意味合いを有しているのかは検討に値する
作業といわねばならない。
この３つに括られたパラダイムを相互に比較検討することによって
CAP改革の現代的位相を浮き彫りにしていきたい。ウルグアイラウン
ド農業交渉はそれまで聖域であった各国の農業政策のあり方に踏み込む
点では画期的な貿易交渉であり，EUはそのなかでマクシャリー農政改
革を先導して貿易交渉をリードしてきた。単に農産物自由貿易にとどま
らない国内農業体制の変化が導き出されたのであり，CAPはその先頭
に立ってきた。そのような歴史的経緯のなかで多機能パラダイムという
新種の理念が提示されるようになった。とすれば，パラダイム転換とい
う出来事は何であったのか。EU側からすれば国際的な貿易交渉におい
てどのような位置関係が模索されようとしているのか。考察すべき論点
が浮かび上がってくる。これまでの筆者の一連の研究を踏まえてそうし
た多岐にわたる論点を検証する作業が要請されている。これがダウグ
ビェルグとスウィンバンクの共著論文から筆者が受け取った問題意識で
ある。パラダイムの提起といった新たな観点からCAP改革に接近し，
国際的な農業交渉の推移といった側面に照応させながら，共著論文につ
いての筆者なりの解釈を披瀝して農政改革の動きを捉えていきたい。そ
れは裏返していえば，農業保護の根拠を再度問い直す重要な契機になり
うるものである。
以上が本稿の基本的課題ないし問題意識であるが，以下では本稿の構
成についてあらかじめ簡単な説明をおこなうことにしよう。
１では「国家支援パラダイム」の特徴と内容について論じる。国家支
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援パラダイムの時点ではいわば農業保護は当たり前のことであり，それ
について異論がほとんど出されてこなかったという意味で農業にとって
平和な時代である。CAPの堅固な保護システムも全盛期を迎える。本
稿ではCAP再考という論題に即してこの国家支援パラダイムの本質と
基本的骨格をいま一度整理し直す。とくにEUの場合には国家というも
のはないが，超国家の高度の政治判断で保護の政策化がどの国と比べて
も徹底して進行した。CAPはまた，ヨーロッパ統合の象徴的存在とし
て半ば聖域化する根拠を与えられた。このような国家支援パラダイムは
先進国では普遍化していたものであり，これへの疑念はおのずと排除さ
れていた。貿易交渉はこうした保護の政策化を是認することを前提とし
て展開されていた。１９８０年代の時代状況のなかでこの是認システムが大
きな曲がり角に立たされる。そんな時代背景を考慮に入れて国家支援パ
ラダイムを取り上げる。
２ではURAAを画期として登場する「市場自由主義パラダイム」の
特徴と内容を検討する。各国の国内農業政策のあり方が議論の俎上に載
せられ，国内農政改革への対外的風圧が一挙に強まるのがウルグアイラ
ウンド農業交渉であった。それはこれまでにみられなかった質と規模で
農業保護の政策化に踏み込む内容でどの国も国家支援パラダイムに安住
することは許容されなくなった。EUは対外的な風圧の強まりをテコに
抜本的な農政改革に着手した。マクシャリー農政改革がそれである。
CAPの保護システムはこれにより一変する途へと踏み出すことになっ
た。それがどのような意味において市場自由主義パラダイムと形容され
るのかを正確に捉え直すことが必要であろう。この市場自由主義パラダ
イムの転換はEUではいまだ完了していない。URAAによりこの転換に
突き進む重要な契機が与えられた。このような脈絡においても市場自由
主義パラダイムの転換を取り上げて真正面からその特徴と内容を明らか
にすることは不可欠であろう。
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３では多機能パラダイムの登場に注目してその特徴と内容を取り上げ
る。先にも述べたように，国家支援パラダイムから市場自由主義パラダ
イムへの転換が１９９０年代中葉に生じた農業保護政策環境の変化の基本線
であるとしたら，前者から後者への転換の道筋は直線的に進むはずであ
る。ところが，そこに多機能パラダイムといわれる新種のパラダイムが
生み出されてきた。つまり，このパラダイムの登場は上述の転換過程の
屈折と理解することができる。とすれば，そのような屈折を引き起こし
た理由なり背景とはいかなるもので，どのような基本的特質を有してい
るかが問われることになる。１９９０年代末からEUの農政改革では農村開
発政策が「ヨーロッパ農業モデル」のスローガンとともに本格的に振興
されるようになり，その動きは引き続き強力に推進されている。CAP
改革のこのような新たな胎動と多機能パラダイムはどのような連関関係
に立っているのか。WTO農業交渉の行方にどのような影響を与えるも
のと予測されるのか。新たな論点が形成されてきたというべきであろう。
４ではこれまでに説明してきた３つのパラダイムとの相互の関係性に
注目し，それらがいかなる入り組んだ関係性のなかでWTO農業交渉の
なかでの位置を占めるかといった点を中心に議論していく。そこでは当
然のことながら「イエロー・ボックス（黄色の政策）」，「ブルー・ボッ
クス（青の政策）」，「グリーン・ボックス（緑の政策）」のカテゴリーと
３つのパラダイムの関連が問われてくる。各国農政の「グリーン化」が
目指されるなかでそうした方向へ一直線に向かうわけでは必ずしもない
事情や背景が浮かび上がってこよう。パラダイム転換といっても単純に
事が済むわけではない。３つのパラダイムの相互の連関が改めて問い直
されざるをえない所以である。国家支援パラダイムの母斑は底流におい
てなお引きずられているのである。多機能パラダイムはその母斑の引き
ずりと無縁であろうか。パラダイム転換のなかでこうした論点が浮き彫
りになる。WTO農業協定では非貿易的関心事項 （non-trade concerns）
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が認められているから「ブルー・ボックス」とも「グリーン・ボックス」
とも判断されるような境界領域が存する。「イエロー・ボックス」にし
てもしかりである。とすれば，パラダイムの転換や屈折に随伴して事態
ははるかに錯綜するものとならざるをえない。考察すべき射程はかえっ
て広まり，問題が拡散したとの印象も拭い難い。ここでも新たな論点の
浮上は不可避である。
EUは一連のCAP改革により市場自由主義パラダイムに大きく重心を
移しながら，多機能パラダイムの導入により農村開発政策の振興を介し
て空間的な誘導政策の余地を拡げているというのが本稿の最終結論であ
る。いわば，市場自由主義パラダイムと多機能パラダイムを適宜組み合
わせて両者の弾力的な活用によりEU農業全体の活性化を目指している
といってよい。WTO貿易交渉ではこの組み合わせによって「ブルー・
ボックス」の維持を図りつつ，「グリーン・ボックス」入りを模索する
微妙な戦略が採られることになろう。こうした体制でWTO農業交渉を
乗り切れるかどうかは大問題となるに違いない。
「おわりに」においては研究史の観点から論点整理を中心に包括的な
まとめをおこなう。ガーゾンやダウグビェルグとスウィンバンクの説の
比較検討を通じてパラダイム転換とそれぞれの位置関係の意味を確定し，
そのうえでパラダイム提示が有する農業保護の問題性を展望することと
したい。
１ 国家支援パラダイムの特徴と内容
国家支援パラダイムはすでに述べたように，URAAまでに農業保護
の基本をなしていたもので，農業保護の政策化を無条件に是認する内容
である。貿易体制は国家支援パラダイムを大枠として構築されていた。
これはとくに先進国農政に該当するが，農業保護を前提視する発想の産
物であった。先進国農業が工業に比較して劣位にあり，自然的制約を大
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きく受けるリスクの高い産業であるから国家支援の傘下に収まる依存的
農業（dependent agriculture）になるのは当然という考えが根底にある。
しかも，食糧供給者としての枢要な地位を占めるユニークさは他の産業
と決定的に分かつものであり，この点からも例外的に農業保護，また農
民保護がおのずと導かれるというわけである。１９２０年代末から１９３０年代
初めの世界農業恐慌の余波を甚大に受けながら，農業・農民保護が制度
化されていった経緯の延長線上に第二次大戦後の体制的藩屏性という政
治的重要性に鑑みて国家支援パラダイムは資本主義体制の内部安定装置
として確立されていった。市場経済の下では淘汰される圧力を直に受け
て農民層分解の危険性が高いので，この弱体産業を国家が政策的に支援
するものだという考えが浸透してきたからである。ここには例外産業で
あるとの特殊な位置づけの下での農業保護と国家介入という図式が透け
てみえ，体制内安定装置として次第に制度化されていく方向性を確認す
ることができる。それを国際的な場でルール化する作業はまた不可避で
あった。
その典型はアメリカが１９５５年にガットの場で実現したウェーバー制度
である。アメリカは国際的な貿易交渉において率先して自国農民を保護
する制度を国際的にルール化したことになる。国家による強力な国境調
整の仕組みはこうして出来上がった。当時，アメリカへの対抗を鮮明に
していたEU（EEC）はアメリカのこの国境調整に学びつつ，独特の国
家支援パラダイムを案出した。国家連合の産物としてのCAP（共通農
業政策）がそれである。可変輸入課徴金と輸出補助金のふたつを国境調
整措置としつつ域内において高位の価格支持制度を実現する堅固な保護
システムが構築された。国家連合が国家支援パラダイムを増強する作用
を果たした。その結果，国際的にみても異例の高価格政策（a high price
policy）を基軸とする鉄壁の保護政策が敷かれることになった。
この当時の国際貿易はアメリカとEU（EEC）の両者が「大国」とし
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て取り仕切る体制であったので、両者のこのような国境調整措置は貿易
の流れからみた場合，問題の多い制度であったが，半ば不可侵の貿易体
制として罷り通ることとなった。両者が農産物貿易体制のあり方を規定
する動きはURAAまで基本的に続いた。この流れが変わるのは１９９５年
にWTOが登場してからである。したがって，筆者は国家支援パラダイ
ムといわれる保護の中身が１９５０年代後半から本格的に整えられると理解
する。むろん，国家支援パラダイムの歴史的起源が１９３０年代における世
界農業恐慌からの緊急避難措置に見出しえるとの判断が前提になってい
ることはいうまでもない。それと戦後復興期を終えてこのパラダイムが
支配的となるものとの把握は矛盾しないであろう。
この国家支援パラダイムは両者の力関係のなかで維持されることにな
り，当初は生産力を高めることで食糧自給力の向上につながった。つま
り，EU（EEC）が輸入国である時には輸出国アメリカと補完関係に立っ
ていた。そのかぎりでは問題は小さかったが，域内消費を上回る供給力
が顕在化するにしたがってEU（EC）の輸出補助金による対外的なダン
ピング的過剰処理が１９７０年代末から１９８０年代初め以降に積極的に図られ
ると，穀物など温帯性農産物を中心に農産物貿易摩擦が一挙に噴出した。
アメリカにとってこれまで触れることのなかった国家支援パラダイムは
自分の首を絞める枠組みに転化するにいたった。時代状況に押されて国
家支援パラダイムの根拠がアメリカにとりシリアスに問われることに
なった。
アメリカは率先して築き上げた国家支援パラダイムの正当性を問いた
だす局面に立たされることになった。折しも国家支援パラダイムを快く
思わない伝統的な農産物輸出国のケアンズ・グループを自らの陣営に引
き入れて国家支援パラダイムを見直す機運づくりを開始したのである。
アメリカは今や国家支援パラダイムの巨大な化身となったCAPを眼の
上のたんこぶとみなし，その解体を目指すことになった。したがって，
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そのためには国家支援パラダイム自体の排除も致し方ないものとなる。
こうして，国家支援パラダイムは対外的には１９８０年代に至ってアメリ
カとEU（EC）の過剰押し付け競争に起因する内部亀裂の深まりから成
り立ち難くなるという歴史的な限界に直面した。歴史的な限界に到達し
たとすれば，攻勢に立つアメリカにとって残された選択肢は各国の国内
支持政策を厳しい篩にかけることしかない。先にも述べたとおり，国境
調整措置を何らかのかたちで軌道修正するといった生温い見直しではな
く，各国が実施している国内支持政策の中身にまで深く踏み込む選別主
義が前面に出されてくる。そこで当時「レッド・ボックス」――後に廃
棄――，「イエロー・ボックス」，「グリーン・ボックス」の色分けが登
場したのである。これはすなわち，国家支援パラダイムの歴史的終焉を
意味するものであろう。１９８６年９月のプンタ・デル・エスタ宣言に始ま
るウルグアイラウンド農業交渉は実質的に国家支援パラダイムの終焉を
確認し，その手続きを推し進める作業の場となった。
むろん，国家支援パラダイムがもたらした問題はこうした対外的な側
面だけではない。国内的にもゆるがせにできない問題が表面化する。国
家支援パラダイムとは供給側の農民に強烈な生産刺激を与える政策体系
の総体であった。所得補償的な価格政策が絶頂期を迎えることで供給過
剰を生み出し，それが輸出補助金，在庫介入費，貯蔵管理費の膨張に集
約される農業財政支出の累積的増大をもたらしただけでなく，食の安全
に直結する環境汚染といった外部不経済効果を生み出す弊害に帰着した
のであった。これで農政改革の動きが一挙に加速する。対症療法的な価
格政策の改変は漸進的に進行していたものの，問題はそのような場当た
り的な対処では手に負える域を越えていたので，微温的な改革にとどま
らぬ抜本的な改革が時代の要請になった。国家支援パラダイム維持の無
理さ加減が赤裸々に露呈されたのである。
EU（EC）はこうした問題状況に敏感であった。日本の米政策が減反
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政策の見返りに所得支持政策に固執したのとはおよそ対照的であった。
EU（EC）では国家連合の枠組みにおいて至難の業であった農政改革を
対外的な風圧を逆手にとって事態を打開しようとする発想が支配的と
なった。マクシャリー農業担当EC委員がその代表的な人物である。彼
は実際，EC委員という要職に長年就こうとすることにまったく固執し
なかった。パラダイムの転換期にはこのような個性ある人物は欠かせな
いという話にほかならない。事実，農政改革をやり遂げて彼は１９８９年か
ら１９９２年の３年で農業担当EC委員をさっさと辞任した。
国家支援パラダイムとは手厚い所得支持と同義である。国家支援パラ
ダイムが依存的農業と形容されるだけの意味合いがあった。そこには集
票基盤としての政治的重要性が背景として存在した。そこで手厚い価格
政策による所得補償を介して国家が農業を丸抱えする農業保護が貫かれ
た。それが過剰問題を一大焦点問題としながら，その限界が対内的およ
び対外的に露呈されることで抜本的見直しが現実の日程にのぼることに
なった。とくにEU（EC）にとってウルグアイラウンド農業交渉はこの
見直しを対外的な圧力として強く促す重要な契機となったといえる。農
産物貿易自由化の錦の御旗の下で推し進められようとしているアメリカ
との熾烈な農産物貿易摩擦の緊張関係からのCAP解体への圧力に鈍感
ではいられず，その圧力を柔軟にはね返すことが最優先の喫緊課題と
なったのである。アメリカにとってCAP解体とは国家支援パラダイム
の除去にほかならなかった。自らの農業保護にメスを入れてまで各国の
国内農業政策を国際的に検証するよう働きかけることが必須であった。
ウルグアイラウンド農業交渉が仮になかったとした場合，対症療法的
な改変による段階的な微調整の時代はなおも続いていたかもしれない。
それゆえ，足掛け８年も要したウルグアイラウンド農業交渉の歴史的重
要性は明瞭である。国家支援パラダイムの命脈はそのかぎりにおいて尽
きたとさえいってよかろう。ダウグビェルグとスウィンバンクが
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URAAの画期性を強調し，対外貿易交渉の観点から国家支援パラダイ
ムという用語を使用したのはここに根拠があるといって間違いない。
EU（EC）に立ち戻ってもう少し事態を掘り下げれば，国家連合によ
り増幅・強化された国家支援パラダイムは，所得補償的価格政策が対症
療法的改変の積み増しの挙句に極限形態を迎えるかたちで行き過ぎた間
接所得支持の限界へとり着いた。対外的な風当たりの強さを絶好の口
実として内部的な農政改革が断行される。マクシャリー農政改革は
URAAに先立つこと２年前に実施に移される。歴史的な価格政策の後
退を基本内容とする農政改革を先行的に実施することでCAP解体を陰
に陽に目論むアメリカを出し抜いて貿易交渉の主導権を握ろうとするし
たたかな国際的農業戦略が国家支援パラダイムの放擲の見返りに展開さ
れたのである。この思惑は大筋において成功を収めた。
すなわち，アメリカはEUのこうした動きに追随せざるをえず，CAP
解体の野心を一旦棚上げにして妥協の途を模索し，「イエロー・ボック
ス」と「グリーン・ボックス」の中間的色分けとして「ブルー・ボック
ス」といった執行猶予措置を導入することで両者痛みわけの妥協がなさ
れた経緯はよく知られていよう。これは先にも述べたように，国際的な
農産物貿易交渉の行方が基本的構図としてアメリカとEUにより支配さ
れていたことを如実に示し，途上国が結集して発言力をとみに増大させ
ていくWTO発足後とは中身をまったく異にするものであった。
ここに妥協が図られることになったとはいえ，国家支援パラダイムは
以上の駆け引きのなかで抜本的是正を迫られたのである。そこで求めら
れているのは行き過ぎた所得支持に安住する農民ではない。価格政策の
歴史的改変を甘受しながら，調整され，組み替えられた所得支持の下で
営農意欲を強める能動的な農民である。供給側である農民に一方的に生
産刺激を与える国家支援パラダイムは時代不適合を象徴するものとして
廃棄の対象となったのである。それはまさしく一時代の終焉を画すもの
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であったといわねばならないであろう。
この点は以下の説明に要約される。国家支援パラダイムは例外産業と
しての農業の特性をことさらに重視し，弱者としての農民を保護政策の
体系化のなかに組み込む枠組みであった。保護の政策化と農民とはここ
では表裏一体の関係で捉えられており，その関係性への疑念は差し挟め
ないという前提があった。しかし手厚い所得支持の結果，大規模な農民
層分解は押しとどめられただけでなく，相対的な低所得問題から脱却し
えた状況のなかで保護の政策化の矛盾が財政面や環境面において際立つ
ことになり，このパラダイムの正当性への問いかけがなされずには済ま
ないような問題状況が現れてきた。現状維持の保護の政策化が容認され
るのかどうかが鋭く問われるようになったのである。間接的な所得補償
を政策価格に盛り込ませるのは妥当か否かが真っ先に洗い直しの対象と
なった。そして，その根底には農民が集票基盤としての政治的重要性か
ら暗黙のうちに保護の政策化の対象になってきたことへの根本的な問い
かけがあった。
またそこには次のような問題も浮上してきた。すなわち，間接所得補
償は農産物価格を高位に保つ点で消費者問題を生み出すし，その補償が
ひいては食の安全を脅かす化学肥料づけの供給力の拡大を促すという意
味では別の消費者問題を提起する。保護の政策化にはこうして消費者の
側からも大いなる疑念が発せられることになったのである。とすれば，
国家支援パラダイムの正当性はもともと確固としたものではなかったこ
とも相俟って，そのレーゾン・デートルに対する問いかけが広範囲にわ
たって深くなされざるをえない局面が訪れるに至った。URAAはこの
ような広範な問いかけを表舞台に登場させる触媒の役割を果たしたと
いってよい。対外交渉と国家支援パラダイムの推移との関係を以上のよ
うな射程で捉えると，パラダイムという用語を駆使して農業にまつわる
問題状況を説明することの意味がわかってくる。様々な問題を山積させ
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たとはいえ，かつての農業保護には国家支援パラダイムと命名されるだ
けの内容があったとしなければならない。それが終焉を迎えたというこ
となのである。
２ 市場自由主義パラダイムの特徴と内容
市場自由主義パラダイムは別名競争的農業パラダイムと呼ばれている。
生産の自由を有し，市場の需要（market demand）４）に応える農産物づ
くりをおこなう農民像がパラダイムの核心にある。むろん，こうした農
民像は国家支援パラダイムにもなかったわけではない。国家支援パラダ
イムにおいても農民は手厚い所得支持により生産の自由を謳歌した。こ
れが過剰問題の源泉になったことはいうまでもなかろう。しかし，そこ
では市場のニーズは脇に追いやられていた。国家支援パラダイムの下で
は市場のニーズはぼやけたイメージの上に成り立っている。今日の市場
ニーズは食の安全はもとより消費者の鮮明な嗜好で可変的に動く。市場
のニーズに向けて固有名詞を前面に出す生産者農民が大きくクローズ・
アップされる時代である。国家支援パラダイムの時には戦中・戦後の食
糧不足の余韻を引きずっていた関係で食の量的豊富さが決定的な役割を
果たしていたが，いまは違う。
作れば売れる時代が終わって売れるものを作る時代に入った。消費者
の食への要求水準は格段に高まっている。農産物といえども需要変動の
激しい世界となった。幸いにして価格政策の歴史的後退という農政改革
により農産物価格は低下したが，品質が伴わなければ売れない複合的な
競争の時代である。生産者農民は価格低下のなかで高収益をあげられる
ような企業家的な能力を求められている。市場機会の利点を生かし，需
要変動を先取りして動態的な営農を展開する農民像が時代適合的となっ
４）Nielsen, Pedersen & Christensen（２０１０）, p.１１４.
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ている。その意味で競争的農業が時代に見合った原理となっている。も
ちろん，これは市場原理万能主義とは一線を画す。市場自由主義パラダ
イムというと，その名称から市場原理一辺倒と誤解されがちであるが，
そうではない。
市場自由主義パラダイムといっても価格政策が消滅するわけではない。
農産物のように自然の制約を直接に受ける商品には価格変動防止機能を
生かすことが必須となる。市場原理一辺倒では市場価格のリスキーな動
きに歯止めがかけられなくなる。したがって，最小限の価格政策は必要
である。その点では価格政策はなお農民にとって依拠すべき本質的な支
柱の座を失ってはいない。暴騰・暴落の防波堤としての価格政策の展開
は不可欠であるから在庫政策の意味合いも失われてはいない。「純粋な
セーフティ・ネット」（a genuine safety-net）５）が敷かれるのはこの点か
ら妥当である。市場自由主義パラダイムで競争的農業が模索されると
いっても何らの仕切りもなしに野放しにはされない。名称から受けるイ
メージへの注意喚起は是非ともなされなければならない。
市場自由主義パラダイムには以上のような限定づけがなされるわけだ
が，もうひとつ指摘されねばならないことがある。先に価格政策の歴史
的後退と述べたが，これもまた野放図に実施されるものではない。価格
政策の後退は農民の生産環境が劇的に変わることを意味するからそこに
は所得激変緩和措置としての直接所得支払いが随伴しなければならない。
つまり，市場価格の低下が生ずるとしても，直接所得補償が脇をがっち
り固めていることになる。この点でダウグビェルグとスウィンバンクは
なおCAPが国家支援パラダイムの枠内にあると主張する。農政改革を
マクシャリー農政改革だけにとどめて考えれば確かにこの意見には一理
５）“Health Check”of the Common Agricultural Policy, http:／／ec.europa.eu／
agriculture／health-check／index_enhtm.
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あろうが，しかし留意されるべきは，直接所得補償が静態的で丸抱え的
ではなく，絶えずかつての生産実績との切り離しが追求されていく点で
ある。アジェンダ２０００農政改革と２００３年フィシュラー農政改革と続く一
連の改革のなかでこの動きが進展する。これは生産からのデカップリン
グといわれるものだが，それにより生産者農民は直接所得支払いの保証
を受けているにしても消費者の嗜好に正確なアンテナを張り巡らして健
全な需要を掴み取ることに努力しなければならない。これは国家支援パ
ラダイム下の丸抱え農業とは異なる営農にならざるをえない。その意味
でダウグビェルグとスウィンバンクは対外貿易交渉の観点を重視し過ぎ
て内部的農政改革の進捗をややおろそかにしたと批判されてしかるべき
であろう。
生産のデカップリングの観点からいえば，直接所得支払いから生産補
助金的性格を払拭することがその帰結として当然導き出される。とする
ならば，生産への制約を解除して直接所得支払いを生産とはまったく乖
離した固定的な支払いへと転換することが方向性として出てくる。
CAP改革はこの方向に即して進行している。耕種農業に対するセッ
ト・アサイド措置（減反政策）の廃止（２００９年１月１日），牛乳クォー
タ制度の廃止予定（２０１５年４月１日）がそれである。そして，その前提
として２００３年のフィシュラー農政改革の目玉として単一支払いスキーム
（Single Payment Scheme，以下SPSと略記）が導入され，完璧とはい
えないまでも完全デカップリングに向けた固定支払いが実施に移される
ことになった。生産の自由と価格政策の歴史的後退が結びついて生産者
農民にとって市場のシグナル（signals from market）が決定的な重要性
を有するようになる。
市場自由主義パラダイムにおいて市場の需要がことさらに強調される
のは以上の脈絡においてである。これまで生産の制約は所得支持の維持
の口実になってきた。徐々に薄らいではきたものの，農政改革消極派は
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一貫してこのような発想に立っていた。これに対してイギリスなどの改
革積極派は逆に絶えず生産の制約の解除を訴えていた。もともと欧州委
員会は生産の制約を一時的な措置と位置づけていたし，加盟各国もそれ
で合意したからそこには無理があったわけである。セット・アサイド措
置はこうした状況のなかで常に交通整理を迫られてきていたし，牛乳
クォータ制度も廃止圧力に晒されていた。穀物価格政策の歴史的改変に
一区切りがついた後で酪農価格政策に着手され６），その延長線上に牛乳
クォータ制度の廃止スケジュールが組み込まれてきたのは事態としては
妥当な推移といわねばならない。
生産補助金的性格が直接所得支払いから極力排除されることで生産者
農民はさらに一層企業家的な潜在能力を発揮しなければならないことに
なる。競争的農業の振興が叫ばれる所以である。市場原理の活用を通じ
た新たな営農像の追求がそこにはある。市場の実勢に沿うかたちで生産
をおこなうには消費者が発する需要の中身を常に斟酌せねばならない。
市場自由主義パラダイムの市場自由主義とは生産の自由と市場の需要が
いかに適合的にマッチするかの問いかけにほかならない。国家支援パラ
ダイムは供給側の生産者農民にあまりに重きを置き過ぎた枠組みであっ
たので，今日的な時代環境には硬直的となっていたのである。市場諸力
（market forces）が主要な規定因（the prime determinants）だとの主
張を裏返せば，需要こそが決定的だとする発想が支配的であるのが市場
自由主義パラダイムの真骨頂といってよさそうである。生産者本位の農
６）酪農価格政策の改変について簡単に述べておくと，まず２００４年４月１日に牛
乳の指標価格が廃止されたのに続いて牛乳市場価格に影響をおよぼすバター，
脱脂粉乳の介入価格が２００４／０５年度から２００７／０８年度にわたってそれぞれ２５％，
１５％引き下げられた。世界市場価格への大胆な接近が図られたといってよい。
２００６／０７年度からSPSが適用されたほか，介入買い入れ制限も実施されてこの
面でのセーフティ・ネット機能化が明瞭になった。穀物価格政策の歴史的な
改変に次ぐ歴史的な改変であった。
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民像はここでは大幅に軌道修正されている。消費者に眼を向けた農民像
が求められていることになる。
ダウグビェルグやスウィンバンクが積極的に唱えるボンド・スキーム
は直接所得支払いを１５年から２０年の調整期間を置いて廃止する，その意
味ではラディカルな構想であるが，生産者農民の企業的能力をフルに発
揮させて競争的農業を徹底させようとする内容である。市場自由主義パ
ラダイムの極限構想といってよい。そこでは後でも関連言及するように，
生産と土地からの二重のデカップリングが目指され，生産者農民の事業
の農外への多角化をも包含する地域振興の全体的な底上げが意図されて
いる。つまり，市場自由主義パラダイムがそれ自身の発展軌跡を描いて
いけば，ボンド・スキームに行き着くような考えが両者にあるのではな
かろうか。そのために筆者が参照した論文のなかではボンド・スキーム
といった用語が一切使用されなかったと考えられるのである。ここでは
そのような構想をも包み込む大枠として市場自由主義パラダイムが国家
支援パラダイムとの比較の意味において打ち出されたのではないかと推
測される。この点はここでの末尾において再び触れよう。
ところで，市場自由主義パラダイムについて特筆されるべきもうひと
つの点は，WTO適合的な農政改革の進展にあり，「グリーン・ボック
ス」入りが現実の日程にのぼっていることである。CAP改革の場合に
はこのことが適切にあてはまる。２００３年フィシュラー農政改革により
SPSの導入が決定して生産からのデカップリングが飛躍的に前進した。
EUはむろんのこと，SPSの導入によりCAPが「グリーン・ボックス」
入りすることをWTOに通告している。当然である。SPSはこれまでの
直接所得支払いと次元を異にして過去の生産実績とは無縁の固定的な支
払いに変わっている。いわゆるボンド・スキーム論者がSPSを政策的に
高く評価するのはこの生産からのデカップリングをそれまでの高みをは
るかに越えて実現したからである。国内農政がEUにかぎらず「グリー
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ン・ボックス」入りを志向するというのが市場自由主義パラダイムの基
本的特質となっている。
現在ドーハラウンドの下でEUは「ブルー・ボックス」を維持し，EU
の許可なく「ブルー・ボックス」を解除するわけにはいかない主導権を
握っているが，本来執行猶予措置である「ブルー・ボックス」をそのま
ま維持することは難しく，現状としては「グリーン・ボックス」入りを
追求せざるをえない岐路に立たされている。SPSの導入はその意味で
「グリーン・ボックス」入りするはずみとなるのである。むろん，SPS
は完全なものではなく，なお部分的デカップリングといわれる側面を残
しているので７），「ブルー・ボックス」を直ちに廃棄する状況にはない
が，「グリーン・ボックス」入りはもはや不動の路線として定まってい
るとみてよい。このような政策環境と市場自由主義パラダイムは表裏一
体の関係にある。市場自由主義パラダイムと「グリーン・ボックス」入
りは一体化していると捉えてよい。WTO適合型農政の実現はどの国に
とっても喫緊の課題になっているはずである。
３で取り上げる多機能パラダイムとの関係でいえば，直線的に「グ
リーン・ボックス」入りが目指されない複雑な事情が介在しているとは
いえ，市場自由主義パラダイムでは「グリーン・ボックス」入りは既定
路線となっている。ここが市場自由主義パラダイムのもうひとつの真骨
頂である。市場自由主義パラダイムはもちろんEUの専売特許ではない
ので，アメリカやその他の国でもこのパラダイムに追随する必要がある。
それはこのパラダイムが対外貿易交渉の面から促されてきたからである。
WTO適合型農政の追求は市場自由主義パラダイムの下では暗黙の了解
でさえある。この暗黙の了解に抗うことは至難の業である。歴史の大き
７）部分的デカップリングというのはSPS導入後も生産補助金的性格を残存させて
いる事態を指す。これについては，古内（２００９a），２２―２３，３９頁，（２０１０a），
４５―４７頁，（２０１０b），２０６―２０８頁を参照のこと。
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な趨勢である。
その意味ではEUはこうした流れに独特のパッチワーク・プラグマ
ティズムに即して対応し，内部の農政改革をそうした趨勢に段階的に順
応させてきた。EUの国際的な農業戦略がしたたかであることはすでに
述べたとおりである。ここでもその一端が垣間みえるといってよい。
EU価格政策の中心をなす穀物価格政策の歴史的な改変に続く酪農価格
政策の歴史的な改変はまさにEUのしたたかさを物語っている。その点
で，EUは絶えざるCAP改革を通じてグローバルな農業戦略を展開する
布石を着々と，しかも用意周到に打っていることになる。市場自由主義
パラダイムをEU側から捉えた場合，注目されるのは一連のこうした事
実である。
市場自由主義パラダイムの下では「ブルー・ボックス」はかぎりなく
存在感を薄めざるをえない。水面下での駆け引きが展開されているとは
いえ，正式措置の認定は現状では困難になりつつある。だからこそ「グ
リーン・ボックス」入りが最大公約数的な方向性となるのである。ボン
ド・スキーム構想はEUのこうした動きに決定的な裏づけを与える。ボ
ンド・スキームはそれが政策選択肢として公認されることになった場合
には，間違いなく「グリーン・ボックス」入りし，それにおよそ疑念を
差し挟ませない内容である。SPSよりはるかに進化した形態だからであ
る。ダウグビェルグとスウィンバンクは今回参照した論文ではボンド・
スキームという用語を使用することに禁欲的であるが，目指すところは
明らかである。すなわち，市場自由主義パラダイムの極限形態としてボ
ンド・スキーム構想が展望されているのである。ボンド・スキーム構想
では価格政策はセーフティ・ネット機能に純化されることが前提となっ
ているから，この面でも「グリーン・ボックス」入りに何らの支障もな
い。
EUが国際的な農業戦略において主導権を発揮しようとすれば，ボン
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ド・スキーム構想以外にはあるまい。EUが直接所得支払いの廃止にま
で行き着く発想を提示した可能性は否定さるべくもない。こうした事態
に比べると日本の後進性は一目瞭然である。裏返せば，EUはそれだけ
先進性を示しているといえよう。市場自由主義パラダイムの観点から指
摘しなければならないのはこの点である。ボンド・スキームの先端的内
容が改めて注目される所以にほかならない。このことは評価されてもさ
れすぎるといわれないと思われる。というのも，政策選択肢として採用
されるかどうかは別にしても，ここまで直接所得支払いの行方が到達し，
ボンド・スキームが確実に有力な選択肢としての地位にまで浮上したこ
と自体に高い評価が与えられても何の不思議もないからである。
日本の米政策についてこのような大胆な発想が生まれたであろうか。
むしろ，「ブルー・ボックス」入りの可能性を見込んだ――実際には「ブ
ルー・ボックス」の要件を満たさないので「イエロー・ボックス」のカ
テゴリーに入る――うえで民主党・国民新党（社民党）連立政権により
戸別農家所得補償が減反政策との組み合わせで実施に移されるというの
が現状である。価格政策の真剣な検討が先送りされてきたとの印象は拭
い難く，その内容はおそろしく旧態依然としたものである。減反政策が
交通整理され廃止されたEUとは対照的に日本ではその行方について右
往左往の混迷ぶりが続いている。EUに比して政策に関する議論が一歩
も二歩も遅れているといえると考えるのは筆者ひとりではあるまい。日
本の米政策は「イエロー・ボックス」入りするにもかかわらず使用上限
枠内にとどまるので問題ないようにみえるが，EUとの比較でいえばや
はり内向きの自己満足にとどまっているとの側面があるといわざるをえ
ない。使用上限枠の行く末さえWTO農業交渉でどう転ぶか予断を許さ
ないし，戸別所得補償の適用拡大が見込まれる関係で決して安泰とはい
えないからである。ボンド・スキーム構想の時代を先取りしたEUの先
端性は疑いようがない。ボンド・スキーム構想は市場自由主義パラダイ
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ムに最も適合的な内容を有すると考えられる。
３ 多機能パラダイムの特徴と内容
多機能パラダイムは国家支援パラダイムから市場自由主義パラダイム
への転換のなかでEUを中心にして登場した新たなパラダイムである。
ここでは多機能パラダイムの特徴と内容を論ずるが，国家支援パラダイ
ムから市場自由主義パラダイムへの転換の後で提示された経緯からいっ
て市場自由主義パラダイムとどのような位置関係に立つのかが明らかに
されねばならない。この場合とくに留意されるのは，後でも詳しく述べ
るように，多機能パラダイムには独特の空間的内容と脆さが混在してい
る点であり，そうした事情を十分咀嚼して市場自由主義パラダイムとの
関係が評価される必要がある。多機能パラダイムは一見普遍的な内容を
帯びていると思われがちであるが，実はそうではない。先に指摘した脆
さもここに起因する。そこで以下では外見的な普遍性の裏側に随伴して
いる内向きの特殊性が対内的，対外的にどのような問題点を生み出すも
のとなっているかを大きな論点として議論を進めていくことにする。先
行するパラダイムの叙述とはやや趣を異にするが，そうしないと多機能
パラダイムを真正面から検討したことにならないからである。
多機能パラダイムは端的にいって「農村社会あっての農業」あるいは
「農業あっての農村社会」という発想から出てきたもので，農村社会な
り農業の有する市場の評価になじまない派生的な外部経済効果を重視す
る内容である。とくに農業を営むなかで自然に副産物として発生してく
る外部経済的効果は都市にはない伝統と文化を孕む公共財で，その点で
自国農業の特性が維持されねばならないとの基本的見地に立つ。そこで
は食糧供給者としての農民が焦点をあてられるだけではなく，農村社会
の多面的な維持者としての農民が強調される。そのかぎりでは多機能パ
ラダイムは公共性の枠組みを基本とするが，営農活動の自由との距離が
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測られる身近さが想定されている。これまでの公共財提供の範囲ではこ
の両者が相並ぶ関係が保持されていた。当初の多機能パラダイムの場合
にはこのような了解が自明であった。
ただ，多機能パラダイムがそれ自体進化を遂げると，様相が異なって
くる。すなわち，農村開発政策の振興という名の地域農政の推進を内容
とする空間的な誘導政策の余地が拡がりをみせるにつれて，多機能性の
実現をめぐって先に述べた了解に揺らぎが生ずるのである。これについ
てはまもなく立ち入って取り上げることとして，ここではボトム・アッ
プ型の地域農政のあり方がこのパラダイムの下で鋭く問われてくるとい
う点が注目されることに注意を喚起しておきたい。多機能パラダイムに
はその担い手の問題が最も焦眉のものとなるからである。
ところでEUでは１９９６年のコーク会議を嚆矢として農村開発政策が農
政のひとつの支柱と遇される動きが活発化し，アジェンダ２０００農政改革
のなかに盛り込まれてくる。ヨーロッパ農業モデルの理念像に照らして
包括的な農村開発政策の振興がCAPの第２の柱に組み込まれ，農業の
多面的な機能に立脚した地域農政の活性化が謳われるようになる。これ
はWTO農業協定に取り入れられた非貿易的関心事項の延長線上に展開
されてきたものである。EUの場合にはこの多面的機能が食糧確保，景
観維持，余暇空間，環境保全，文化継承機能といったこれまでの域を越
えて気候変動，再生可能なバイオエネルギー，生物多様性の維持，水資
源の管理といった４つの新たな挑戦（new challenges）が２００８年のCAP
改革の健康診断の下で追加されてきているので，多機能パラダイムはど
の国よりも重要性を帯びている。CAPの第１の柱（価格政策）から第
２の柱への重心移動が加速しているのである。この動きがEUの場合に
硬軟織り交ぜてプラグマティックに追求されていることは後に言及する
とおりである。
つまり，価格政策のスリム化が市場自由主義パラダイムへと収斂して
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いるのに対し，CAPの第２の支柱である農村開発政策の内的充実が空
間的誘導政策としてEU大で大規模に展開されるなかで多機能パラダイ
ムもまた農政のあり方を規定する重要な一角を占めるまでに至っている
わけである。CAP改革の進捗のなかで市場自由主義パラダイムと多機
能パラダイムが並存していることになる。これは確かに２１世紀に入って
の新たな事態にほかならない。しかし，WTO農業協定において非貿易
的関心事項として多面的機能がお墨付きを与えられているにしても，そ
こには多くの国々から新たな農業保護の変形とか農業保護のアリバイ作
りとの疑問符が投げかけられているから，際限なく容認されるというも
のでもない。したがって，多面的機能パラダイムから導き出されるのは
決して「グリーン・ボックス」入りではない。せいぜい「ブルー・ボッ
クス」の正式措置への格上げが見込まれる程度である。これとて予断を
許さないことは２で述べたとおりである。確かに，非貿易的関心事項の
縛りがあるから「イエロー・ボックス」のカテゴリーには属さないもの
の，さりとて「グリーン・ボックス」入りの資格が到底備わっていない
中間的形態というのがこのパラダイムの基本内容となる。
多機能パラダイムは各国農業のそれぞれの特性を前提にその存立を確
保するための枠組みである。多機能フレンズ諸国（the Friends of Mul-
tifunctionality）ではその点で合意が出来上がっているが，国際的合意
には至っていない。したがって，WTOといった国際的な拡がりでみれ
ば，「執行猶予」のパラダイムとでも表現できるわけである。一見する
と，農村開発政策の内的充実は無理のない当然のスローガンのようにみ
えるが，WTOは一枚岩には程遠く多機能パラダイムは全般的に受容さ
れているわけではない。ここが多機能パラダイムの基本的特質であると
同時に泣きどころでもある。すなわち，多機能パラダイムは誰しも否定
できない命題を掲げていても，パラダイムとしてはどっちつかずの位置
関係にあるのである。だから，外見的に磐石ともいうべき確固たる基盤
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を有しているようにはみえても，その中身はすこぶる脆弱で，国家支援
パラダイムから市場自由主義パラダイムへの転換のなかで市場自由主義
パラダイムの隙間に存在する仇花になりかねない危険性を孕んでいる。
これが現実となっていることはまもなく触れる。
多機能パラダイムは以上のような問題点を不可避的に随伴しているわ
けであるが，生産者農民との関係においても深刻な軋轢を生まずにはお
かない難問が控えている。多機能パラダイムは公共財の提供に特化する
内容なので，それがもつのは公共性という空間である。一方，価格政策
のスリム化がもたらすのは市場の需要に弾力的に対処する生産の自由で
ある。しかし，多機能パラダイムが要請するのは公共的な枠組みへの生
産者農民の主体的な参加である。ここでは主体的な参加に向けての公的
な介入の可能性はおよそ高くなる。とすれば，このパラダイムでは自由
と公共性が著しく錯綜するのである。生産者農民はどの程度の関与をす
ればよいのかどうかの判断を測りかねるなかで自由と公共性の狭間を揺
れ動くことにならざるをえない。市場自由主義パラダイムと多機能パラ
ダイムの並存の代償にほかならない。
これは重大なジレンマではなかろうか。多機能パラダイムの登場によ
り浮上してくるのは対内的には以上のアポリアである。これまでのとこ
ろこのアポリアはあまり問題視されていないようであるが，EUの場合
のようにCAPのなかで価格政策が歴史的に後退し，その見返りに空間
的な誘導政策の余地が飛躍的な拡がりをみせている状況においてはこの
アポリアが提起する問題の質はかぎりなく根深い。CAP改革の健康診
断ではこうした方向性が一層鮮明となっているので，自由と公共性のふ
たつの焦点をもつ楕円的な農政の揺らぎは深刻でないわけがない。多機
能パラダイムが分泌するこの楕円的農政に修正圧力がかかる所以である。
以上の点をもう少し掘り下げていくと，以下の論点が提示される。す
なわち，市場自由主義パラダイムと多機能パラダイムの並存状況とは
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いっても，多機能パラダイムはそれ自体自立した内容をもっていないと
いうことである。すでに指摘したとおり，歴史的終焉を迎えざるをえな
い問題を孕むと同時にそれを生み出してきたにしても国家支援パラダイ
ムは例外産業の保護を堅固に貫く意味という意味で一時代を画する自立
したパラダイムであったし，市場自由主義パラダイムは価格政策のスリ
ム化が実態的な根拠となって競争的農業への近代化という点で自立して
いる。多機能パラダイムの場合には確かに公共財の提供という実態的な
根拠はあっても，農業保護にまつわる点で国家支援パラダイムの亜種形
態としてその変形的な口実であるという非難をかわすことは難しく，こ
のパラダイムに依拠するかぎりこの非難が絶えることはない。この危う
さがパラダイムの自立性を奪っている。したがって，市場自由主義との
並存状況といっても，そこには明瞭にパラダイム格差が存在する。市場
自由主義パラダイムの走る方向は「グリーン・ボックス」入りで定まっ
ており，この方向性には疑念がもたれる余地はないのである。
これまでの点から捉えてみると，多機能パラダイムが市場自由主義パ
ラダイムに取って代わる可能性はほとんどない。それだけ多機能パラダ
イムは先にも述べたように，多機能フレンズ諸国の間で通用するだけの
限定性しかなく，その論理はあくまで内向きである。逆にいえば，市場
自由主義パラダイムは開かれた性格をもっている。これはURAAが切
り開いた政策地平がこうした方向にあったので当然のことであるが，多
機能パラダイムはそのちょっとした隙間に忍び込んだものでしかないと
いってよいと考える。したがって，市場自由主義パラダイムと多機能パ
ラダイムの関係は「基軸と周辺」という形容を与えるにしては極端すぎ
るとしても，ややそれに近い構図にあるといって差し支えないように思
われる。最初にパラダイム提起をおこなったジョスリンは市場自由主義
パラダイムと多機能パラダイムを同列としてライバル関係にあるとして
いる８）が，これは無理であろう。たとえば，EUではジョスリンのパラ
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ダイム提起の後にフィシュラー農政改革，そして健康診断の補足的改革
が連続して進行するのである。政策環境の変化のスピードは速い。
確かにこれまでの議論は多機能パラダイムについていかにも辛口の批
評であるといえるが，それだけこのパラダイムには問題が多いといわね
ばならないであろう。タウグビェルグとスウィンバンクも多機能パラダ
イムの位置づけに関して多機能性という言葉がWTOの貿易体制のなか
で定着することが容易ではなくその動きが止まる気配が顕著であり，な
おかつその言葉がかえって保護主義への煙幕と受け止められている状況
をシリアスに指摘している。そのうえで多機能パラダイムへのシフトが
あるとすれば，公共財への提供に対しては個別農家にSPSとは別個に所
得政策的要素を排した直接支払いがおこなわれることを示唆する。これ
はボンド・スキーム支持者のグラントが唱えている９）説と合致する。繰
り返し述べるように，多機能パラダイムは表面的には誰もが賛同せざる
をえないような公共財の提供を主眼としているだけに，批判の俎上に載
せるには微妙な内容がある。そこには時流におもねる中身も備わってい
る。だが客観的な評価という段になると，留保しなければならない問題
が予想以上の深刻さで露呈されてくる。自国農政への見直しに耐え切れ
ぬ国々が農業保護の新たな活路を見出しているとの論難がその一端であ
る。多機能パラダイムにはこれが付いて回る。
とすれば，非貿易的関心事項にもっぱら逃げ道を求めても限界がある
としなければならない。その意味で多機能パラダイムに明るい展望が見
込めるとは現状ではいえないのである。事実，EUでは土地利用に関す
る縛りをSPSとの組み合わせでおこなおうとしている。「適切な農業・
環境条件」（good agricultural and environmental condition）の保持に
８）Josling（２００２）, p.２４５.
９）Grant（２００８）, p.１７７.
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まつわる義務的クロス・コンプライアンスであるが，これも土地からの
デカップリングの方向性が様々に模索されている最中である。多機能パ
ラダイムの組み替えが検討されていることになる。EUはなおしたたか
である。この脈絡で考えると，ダウグビェルグとスウィンバンクはア
ジェンダ２０００農政改革の限界を認識していることになり，その事実を踏
まえてあえて多機能パラダイムの登場を取り上げたといえよう。
ただし，農村開発政策の振興までを否定していると考えてはならない
であろう。ボンド・スキーム論者には共通ヨーロッパ農業・農村政策
（Common Agricultural and Rural Policy for Europe，以下CARPEと
略記）を唱える向きがあり１０），直接所得支払いの廃止後に余剰資金の地
域農政への充当が強調されているからである。公共財提供への別途支払
いもCARPE論者の流れに沿うものであろう。CAPの第２の柱への重心
移動も価格政策のスリム化と連動して捉えるというのがダウグビェルグ
とスウィンバンクの考えではないのか。筆者は多機能パラダイムの限界
を指摘する点に両者がボンド・スキーム論を一貫して把持している証左
だとみなしている。
４ ３つのパラダイムの関係と貿易交渉
ここではこれまでの議論を踏まえてなおさらEUの事例に即するかた
ちで説明をおこなっていきたい。
まず市場への対応という点から考えてみると，３つのパラダイムの間
にはどのような差異があるのだろうか。国家支援パラダイムについてい
えば，市場への対応には×印がつけられる。というのも，１で述べたと
おり，国家支援パラダイムは当初の食糧自給力の向上という課題と相
１０）CARPEについては，Costa, Cunha, Mendes and Sottomayor（２００４）［塩飽訳
（２００６），第５章］を参照のこと。
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俟って供給側の生産者農民に生産刺激を与えることが第一義とされ，需
要に対する反応は欠けているからである。需要の問題は二の次であった。
所得補償的な価格政策の一方向的な追求がこのパラダイムの基本的特質
であるから，これは当然のことといわねばならない。市場からの需要シ
グナルに鈍感で済ませられたのがこのパラダイムにおいて起きたことで
ある。市場は茫漠としたイメージで捉えられたといってもよい。だから
こそ，供給力の爆発的な拡大にもとづく過剰問題が１９８０年代に入って一
挙に噴出してくるのである。
これに対して市場自由主義パラダイムの下では市場の需要が決定的な
役割を果たす。生産者農民にとって市場からのシグナルにどれほど敏感
かが問われることになる。かつての過剰問題の時に露呈された需要の壁
の克服が最優先の課題とされているわけである。市場はここでは明確な
イメージで捉えられる。したがって，市場への対応には○印がつけられ
る。このパラダイムの進化形態として生産の制約が解除されることとな
り，「売れる農産物づくり」が本格的に目指されることになる。食の安
全といった消費者が最も関心を寄せる問題にも応えていくことが要請さ
れる。あえていえば個々の生産者農民が眼にみえるかたちをとりながら，
需要変動に弾力的に柔軟に対処する生産体制を構築することがこのパラ
ダイムでは喫緊の課題となるわけである。農産物の差異化競争がその帰
結として激しくなろう。
多機能パラダイムではこの点は△印であり，留保が付されなければな
らない。多面的機能性には確かに食の安全が含まれるはずであるから，
市場への対応に合致する側面がないわけではない。しかし全体として農
業の外部経済効果に焦点を合わせた市場評価とは相対的に無縁な非市場
価値性の公共財の提供に重きが置かれるので，市場への対応はそのかぎ
りで曖昧，よくいえば中立的といわざるをえない。農村開発政策の振興
が需要環境の変動に直結するものとは必ずしもいえない。とすれば，多
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機能パラダイムを総合的に評価した場合，どっちつかずの中間的性格が
おのずと浮上してくるという判定になる。つまり，市場への対処という
面がないとすると嘘になるが，その道筋が市場自由主義パラダイムのよ
うに明瞭ではないのである。
次に自由と公共性について触れると，国家支援パラダイムでは公共性
からの生産への縛りがおよそ皆無であり，生産の自由が基本になってい
る。生産の自由が公認されているからこそ，手厚い価格政策による生産
刺激が化学肥料大量投入の農業を広く浸透させた結果として農業の外部
不経済効果が１９８０年代後半以降に持続的に解決を迫られることになるの
である。所得補償的な価格政策と生産の自由の組み合わせが物の見事に
作用して過剰問題や農業による環境汚染が露呈されてくるわけである。
市場自由主義パラダイムでもこの自由と公共性の関係はまもなく触れる
中身を棚上げすれば，それ自体国家支援パラダイムと同様である。価格
政策のスリム化ないし簡素化が徹底されることで生産の制約が解除され，
市場原理の活用が最大限に追求されることになる。公共性という縛りは
かぎりなく薄くなっている。もっとも以下で取り上げるように，それ自
体同じでも市場への対応の差異から明らかなごとく使用前と使用後のよ
うな明瞭な内容的差異があることは指摘するまでもなかろう。
したがって，時代の脈絡が異なるから中身がまるで違うことになるが，
それでも自由と公共性の関係にみるかぎり，国家支援パラダイムと市場
自由主義パラダイムとは同じ位相にあるといえる。この２つのパラダイ
ムでは生産者農民が自由と公共性の狭間で揺れ動く事態は考えられない。
多機能パラダイムはこの２つのパラダイムとは真逆で，生産への公的介
入がある程度前提となり，公共性の枠組みによるたがが生産にかけられ
ることになる。むろん，生産者農民がこのパラダイムにどの程度関与す
ることになるかという距離の問題はあるが，いずれにしてもこのパラダ
イムへの生産者農民の主体的参加が求められることになる。多機能パラ
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ダイムは生産者農民の自発的，非自発的動員がないと前に進めないので
ある。そこではもしかしたら地域自治という名の抑圧機能が大きく活用
されることがあるかもしれない。いずれにしても多機能パラダイムには
何がしかの公的介入が随伴することになるのである。したがって，生産
者農民は市場自由主義パラダイムの下に置かれたとしても自由と公共性
の間で苦悩するおそれも十分にある。
３つ目として産業としての農業の意味合いが考慮される必要がある。
国家支援パラダイムの下では農業はあまたある産業部門のなかでも比較
劣位にある弱体産業で農民層分解の圧力に絶えず晒されるから例外産業
として保護の政策化の対象となる。非農業部門の零細な中小企業も本来
的には弱体産業として保護の政策化の対象となるべきであるが，不思議
なことにここでは保護の政策化は金融支援を別とすれば実現していない。
差別化が制度化されているのである。それだけ農業が特別な存在として
認知されていることになる。１９３０年代の農業恐慌を強く引きずっていた
ことと相俟って集票基盤としての体制的藩屏性が重要視された結果であ
ろう。国家が農業にテコ入れするのもここから当然視され，もはや農業
保護は何らの疑念を抱かせない当たり前の経済秩序となる。
これに対して市場自由主義パラダイムでは農業は数多くある産業の一
部門にすぎず，保護の政策化は自明視されない。もちろん，価格変動防
止機能としての価格政策は存在するが，それはあくまでセーフティ・
ネット機能にすぎない。国際的にみても一次産品については市場価格の
リスキーな側面を緩和するための緩衝在庫制度があるくらいだから，
セーフティ・ネットはあって当然の機能であろう。そこでそのような最
低限の下支えを背景にしながら農業は競争力を身につけて自立していか
ねばならず，農業保護の極力の制限が課題となってくる。これが国際的
な貿易交渉においては貿易の歪曲度がないか，あるいはまた，それが希
薄な農業ということで表現されてくる。ここでは国家支援パラダイムと
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市場自由主義パラダイムとは真逆の関係にある。
多機能パラダイムはここではまさしく折衷的立場に立つ。農村開発政
策の振興といったことから地域農政のボトム・アップ的展開が唱えられ，
育成されるべき農業が求められることになる。国家支援パラダイムのよ
うに依存的農業でも，市場自由主義パラダイムのように競争的農業でも
なく，後者に重心を置きはするが，新たな農業の理念像に照らした再編
がクローズ・アップされてくる。そこで市場自由主義パラダイムとの共
生を図るべく時代に見合った新たな農業保護の構築がなされなければな
らないのがこのパラダイムの基本的特質である。これが農業保護の変形
とかアリバイ的な口実作りとして論難される根拠をなすわけである。そ
の意味では多機能パラダイムは先にも述べたように，国家支援パラダイ
ムの亜種形態ないしは新たなバリアントと考えられる性格を帯びており，
国家支援パラダイムとは親和性を有する。もう少し掘り下げれば，通底
する係脈では多機能パラダイムと国家支援パラダイムには連続性がある
といってもよい。いずれにせよ，市場自由主義パラダイムとは明確な一
線を画す内容がそこにはあるとしなければならない。
４つ目として貿易交渉の行方から以上の違いをみるとどのような色分
けがおこなわれるのであろうか。国家支援パラダイムではCAPの保護
システムはヨーロッパ統合の象徴として聖域化の途を歩む。むろん，時
が経つにつれて統合の象徴から金食い虫との評価替えがなされて保護シ
ステムが問題視されてくるが，ウルグアイラウンド農業交渉以降の各国
農政の見直しの下では「イエロー・ボックス」のカテゴリーに属する。
すなわち，「イエロー・ボックス」のカテゴリーに入ることで国内農政
の是正対象となるわけである。この面からCAPが対外的な圧力を受け，
それを絶好の口実としてマクシャリーが内部的な農政改革を断行するこ
とになったのはすでに指摘したとおりである。ウルグアイラウンド農業
交渉の当初であれば，確実に「レッド・ボックス」のカテゴリーに色分
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けされたパラダイムであることは留意されてよい。
これに対して市場自由主義パラダイムでは「グリーン・ボックス」入
りが目指すところとなる。「イエロー・ボックス」の警告の対象から脱
却して「グリーン・ボックス」への移行が中心課題となる。国際的な農
業戦略を展開するなかで受身の立場に置かれるのではなく，絶えず主導
権を掌握することが鍵となる。価格政策のスリム化がこれを後押しする。
EUの価格政策は酪農価格政策の改変を含めればいまやかつてとは相貌
をまったく異にしている。最低価格支持制度への転換がそれを物語る。
いわゆるボンド・スキーム構想はこうした転換を前提として直接所得支
払いを廃止するものであり，保護の政策化を文字どおり最小化する。そ
れゆえ，貿易歪曲的な措置とはかぎりなく無縁となり，「グリーン・
ボックス」入りに疑う余地はないし，「グリーン・ボックス」入りに論
争する口実を与えない完璧なスキームである。
EUにおいてこの構想が台頭してきたのにはそれだけの理由があった
としなければならない。EUはすでにSPSを「グリーン・ボックス」入
りする通告をWTOに対しておこなっているが，そこにはなお問題とさ
れる側面が残されている。SPSの徹底はボンド・スキーム構想に直結し
ている。この点で多分筆者はボンド・スキーム構想を現実的な政策選択
肢として過大評価しているとのそしりを受けることになろうが，EUは
ともかくもこうした構想を出すまでに行き着いたのである。この到達点
は評価されてしかるべきことのように思われる。市場自由主義パラダイ
ムの極限形態としてのボンド・スキーム構想を展望するのは奇抜でもな
ければ，論理の飛躍でもない。そうした発展軌跡をボンド・スキーム構
想は現に歩んできたし１１），それは現在でも続いている。
１１）ボンド・スキームについては，古内（２００８a），（２００８b），（２００８c），（２００９d）
に立って（２０１０b）にまとめたところである。
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これに対して多機能パラダイムは先に指摘した折衷的性格からして中
間的な色分けにならざるをえない。それは非貿易的関心事項に立脚した
「ブルー・ボックス」入りないし「ブルー・ボックス」の維持の論理と
なる。むろん，これは「ブルー・ボックス」が執行猶予の措置から格上
げされて正式措置に認定されることを前提に成り立つ話である。再び動
き出すであろうドーハラウンドの成り行きによっては予断を許さない事
柄である。したがって，事の推移次第では砂上の楼閣となりかねない危
うさを内包しているといわねばならない。そのような仮の前提を立てて
存立しているのが多機能パラダイムの実態にほかならない。WTO適合
的な農政という点からみると，その認知のハードルはかぎりなく高い。
多機能フレンズ諸国はこのような高いハードルを十分認識しつつも，
この選択肢を安易に捨てることなく，あくまで遵守する覚悟をもって正
面突破を図る構えである。「グリーン・ボックス」入りが最大公約数的
な了解になっている現状からいってこのような意思決定が通るかどうか
は著しく不確実であるが，「ブルー・ボックス」の維持が公認される道
筋を切り開いていく合意づくりが模索されることになる。しかし，やは
りもはや時代錯誤の感があることは否めない。
以上４つの点から３つのパラダイムの関係について論じてきた。そこ
からみるかぎりでは相当入り組んだ関係となっていることが理解されよ
うが，最も重要な貿易交渉の観点からいうと，それぞれ「イエロー・
ボックス」，「グリーン・ボックス」，「ブルー・ボックス」の色分けがな
される。「グリーン・ボックス」が走るべき方向からすれば，命脈の尽
きた国家支援パラダイムは別にして「ブルー・ボックス」に属する多機
能パラダイムの不安定性は顕著である。多機能フレンズ諸国はEUを含
めてこの不安定性を正面から見据えて国際的な農業戦略を展開しなけれ
ばならないであろう。EUに話を戻せば，「ブルー・ボックス」の選択肢
をなお温存させつつ，「グリーン・ボックス」入りの強化をも怠れない
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戦略を立てて主導権の発揮を目指すことになろう。
おわりに――研究史とまとめ
ここでは研究史との関連において議論のまとめをおこなうことにした
い。取り上げるのは「はじめに」において言及したダウグビェルグとス
ウィンバンク，それとガーゾンである。ジョスリンなどの議論も含める
ことも考えられるが，その議論は「はじめに」において整理したところ
でもあり，何といっても上の三者が最新のパラダイム論を展開している
のでここではこの三者の説の比較検討で十分であろう。ところで，筆者
のこれまでの説明はEUの事例に即してCAPと貿易交渉との関係をそれ
ぞれのパラダイムの内容解釈からおこなってきた。その場合，筆者の考
察の射程はCAP改革の健康診断――欧州委員会提案から農相理事会合
意まで――におよぶものである。健康診断はいうまでもなく２００３年フィ
シュラー農政改革の見直しの補足的改革であり，直近のCAPにまつわ
る政策環境の変化である。この補足的改革を考慮に入れないと本稿で
扱ったパラダイムの問題は正確には捉えられないと考えている。
この点でパラダイム転換の論点をまず提示したガーゾンの著書は２００６
年に刊行されたもので酪農価格政策の改変を考察範囲に含めているとは
いえ，その中心はあくまで２００３年フィシュラー農政改革の総括にとど
まっている。ガーゾンの議論にはこの点での限界がある。一方，タウグ
ビェルグとスウィンバンクの共著論文の元になったオリジナルな報告は
２００７年１１月の時点のものであり，健康診断への言及はない。もっとも，
農産物貿易交渉とWTOの関係からパラダイム転換に迫った論文なので
その点を斟酌しないといけないが，それにしても健康診断への言及がな
されていないというのは論文のテーマとその意味づけからいって不満の
残るものというしかない。
このように，筆者が本稿を論じるうえで参照した著書と共著論文には
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テーマを真正面から検討する場合に必要な要素が抜け落ちているといわ
ざるをえない。健康診断の補足的改革の中身がどのようなものであった
かについて筆者は別の論稿において明らかにしたところであるので１２），
それを前提に議論を進めてきた点に大きな違いがあることを指摘してお
きたい。このように指摘するのはわざわざ現状分析としての新しさをこ
とさら強調するためではなく，パラダイム転換ないし変遷という重要な
論点を提示するガーゾンやタウグビェルグとスウィンバンクに学びなが
らも，その議論には考えるべき難点が孕まれていることに注意を喚起し
たいためである。論点提示の先駆性を十分認識しつつも，やむをえない
とはいえ今日的視点からみてそこに一定の限界がある点を踏まえること
は考察の総括としては必須である。
ちなみにもう一言だけ付け加えておけば，ガーゾンも自らの著書にお
いてボンド・スキームに注目している。ガーゾンはダウグビェルグとス
ウィンバンクのように明確なボンド・スキーム支持者では必ずしもない
ものの，ボンド・スキームに肯定的な立場を示している１３）。偶然の一致
なのかどうかはわからないが，先駆的な問題提起をおこなった研究者が
そろってボンド・スキームを現実的な政策選択肢群の有力な一角に加え
ているか，そうと認知している。後でも述べることになるが，市場自由
主義パラダイムの説明の先にボンド・スキームを見越しているとの穿っ
た見方も成り立つ。筆者はむしろ，ボンド・スキームのようなラディカ
ルな構想を支持しているか注目していることによって市場自由主義パラ
ダイムといった論点を提示できたとさえ感じている。その当否は別にし
て，実に興味深い事実が背景にあると考えてよさそうである。筆者が本
稿を執筆する動機となったのはまさにこの点からである。いささか蛇足
１２）健康診断の補足的改革については，古内（２００９a），（２００９b），（２０１０a），（２０１０b）
を参照のこと。
１３）Garzon（２００６）, p.１６５.
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的な話になったが，研究史との関連でいえば示唆に富む問題視角を提供
してくれたと思っている。
議論を元に戻せば，ガーゾンは２００３年フィシュラー農政改革により
CAPは多機能パラダイムに本格的に移行したと捉えている。これが
ガーゾンの議論の特徴である。この場合，ガーゾンはSPSの導入自体を
評価するのではなく，SPSの導入と表裏一体の関係にある義務的クロ
ス・コンプライアンスを重視する。土地利用の公共的縛りが公共財の提
供をさらに豊饒にしている点を評価するわけである。そして，この事実
をアジェンダ２０００農政改革により明確となった農村開発政策の振興と
いったCAP第２の柱へのシフトとの連続性で理解する。しかし，反面
で酪農価格政策の改変については取り上げているから穀物価格政策の改
変に続く画期的な価格政策のスリム化の動きをどう捉えるかの視点には
欠けている。
SPSの導入も直接所得支払いの簡素化への動きであるはずであるから，
生産からのデカップリングの前進として位置づける必要がある。クロ
ス・コンプライアンスにのみ注目するのはやはり一面的であるとのそし
りは免れない。筆者は多機能パラダイムには自立性がなく，新たな農業
保護への口実に使われる可能性が大きいと指摘してきた。この点では多
機能パラダイムに否定的な評価を下すダウグビェルグとスウィンバンク
の議論に同調する。もし仮にガーゾンが健康診断に触れたとすれば，先
に指摘した４つの新しい挑戦を取り上げて多機能パラダイムへの一層の
移行と把握するかもしれないが，価格政策のスリム化や直接所得支払い
の簡素化（モジュレーションの強化）も同時並行的に進んでいる事実を
どうみるか，多機能パラダイム一辺倒では済まない問題が秘められてい
る。本稿で提示したい論点はまずこの問題をどう扱うのかということで
ある。まとめとして第１に問題提起したいのがこの論点である。
次の論点に移ろう。それは市場自由主義パラダイムにまつわることで
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ある。筆者はこの市場自由主義パラダイムの内容を広く理解してきた。
言い換えれば，マクシャリー農政改革以降に連続的に実施されてきた価
格政策の歴史的後退という現在進行形でこのパラダイムを捉えてきた。
健康診断に補足的改革性を見出し，２００３年フィシュラー農政改革との補
完関係を指摘するのもここに関わっている。市場自由主義パラダイムと
いっても完成した姿ではない。それでも市場自由主義パラダイムと位置
づけてきた。ダウグビェルグとスウィンバンクはそう理解しない。共著
論文を執筆した時点においてもなお国家支援パラダイムにCAPはある
との見方である。
しかし，共著論文の冒頭においてURAAが市場自由主義パラダイム
を切り開いてきたとの主張をしている。歴史的な脈絡でいえば，行論に
おいて述べたように，ウルグアイラウンド農業交渉の圧力を逆手にとっ
て歴史的な農政改革に着手したのがEUであり，そのことで国際的な農
業戦略の主導権を握ったEUがアメリカから妥協を引き出した結果生ま
れたのがURAAなのである。とすれば，完全な姿ではもちろんないに
しても，マクシャリー農政改革は市場自由主義パラダイムのステップの
第一歩とみなされても不思議ではない。間接所得補償が直接所得補償に
変わっただけで国家丸抱えの保護構造は不変だとするのがダウグビェル
グとスウィンバンクの見解ならば，それは随分と一面的な見方ではなか
ろうか。
これは両者が熱烈なボンド・スキーム論者であることと無関係ではあ
るまい。両者にはボンド・スキームのようなラディカルな考えが念頭に
あってそこに至るまでは市場自由主義パラダイムにはなりえないという
予断があるのではなかろうか。筆者のように現在進行形で捉える発想が
欠けているとしか思えないのである。筆者は両者の捉え方があまりに硬
直的であると考える。それに第１，URAAの歴史的意味合いを積極的
に評価しながら，マクシャリー農政改革後の一連の改革進展に後ろ向き
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の評価しか与えないのは矛盾である。スウィンバンクはタンガーマンと
の共著論文においてSPSをボンド・スキーム構想への接近と前向きに評
価している１４）。こうした評価とも整合しない。ここには国家支援パラダ
イムと市場自由主義パラダイムの内容を具体的にどう理解するかの問題
が横たわっている。これがまとめとして問題提起したい第２の論点であ
る。
要するに，国家支援パラダイムが歴史的にすでに形成されてきたのに
対して，市場自由主義パラダイムはなお流動的で無定形なのである。流
動的ななかでも評価すべき点は評価していくというのが筆者の考えであ
る。流動的ではなお不十分だというのがダウグビェルグとスウィンバン
クの見地であるようだ。そこには無視しえない自己矛盾が孕まれている。
その点を指摘しておきたい。
以上，研究史との関わりのなかでまとめの議論を展開してきた。３つ
のパラダイムを研究史において検討する作業から想起するのは根底にお
いて農業保護の政策化というものの正当性如何が深く根差している点で
ある。農業だけが保護の政策化の対象になるのは何故なのか。果たして
そこには正当性があるのか。国家支援パラダイム，市場自由主義パラダ
イム，多機能パラダイムを貫いているのはこの基本的問題にほかならな
い。そして市場自由主義パラダイムが提起するのは，例外的産業として
の農業保護には歴史的正当性が欠けているという点である。非農業の零
細な中小企業が保護の政策化から除外されていながら，農業だけがそれ
に安住していていいわけがない。「農業といえども産業である以上，農
民というだけで直接所得補償を受け続けるわけにはいかない」と述べた
のがマクシャリー農政改革時のイギリス農相ガマー（John Gummer）
１４）Swinbank and Tangermann（２００４）.
１５）古内（２００６），１８９頁。
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であった１５）。この指摘は現在ではなおさら重いといえよう。
こう論じると，途端に食糧対外依存の危険性を指摘する声が聞こえて
きそうだが，もはやそれだけで農業保護を論ずるわけにはいかない。食
糧安全保障論が罷り通るなら軍事安全保障論も同列にある。ナチス・ド
イツを引き合いに出すまでもない。両者は不可分な関係で結びついてい
るのである。とまれ，貿易交渉を引き金とした様々な論者によるパラダ
イムの提示は結局農業保護の正当性にまつわる根本問題に立ち返ること
を促しているといってよい。日本のように超近視眼的にひたすら集票基
盤におもねるかたちで戸別農家所得補償を安穏と展開するのでは国際的
な流れに乗り遅れるだけであろう。
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